
      

第２９回東北ニュービジネス大賞  
表彰制度概要・各賞受賞者のご紹介 

                              

１．表彰制度の概要 

平成５年にスタートした表彰制度で、今回で２９年目を迎えます。 

東北地域において新規事業に取り組む企業経営者、社会起業家の方々から広く応募を募り、事業の優秀性等を 

総合的に評価、優秀者に対して表彰を行なうことにより,ニュービジネス並びにソーシャルビジネスの創出・成長 

を側面から支援するものです。 

 

＜表彰基準＞ 

   東北ニュービジネス大賞／事業内容において新規性、独自性、革新性があり、東北地域におけるニュービジネス

の発展と地域活性化に寄与すると期待される企業・団体に授与。 

   東北アントレプレナー大賞／自ら創業し革新性に富んだ事業を行ない、優れた発想・チャレンジの姿勢といった 

起業家精神に溢れ、東北地域におけるニュービジネスの発展と地域活性化に寄与 

すると期待される経営者・起業家に授与。 

          ソーシャルアントレプレナー大賞／現代における様々な社会的課題の解決に向け、強い志を持って新たな 

取り組みに挑戦する経営者・起業家に授与。 

          地域創生大賞／地方都市が抱える社会課題に真っ向から取り組み、その地域の交流人口や地域雇用を創出する 

など、地域経済の活性化に寄与すると期待される企業・団体に授与。 

          革新的技術開発賞／秀でた技術開発力で革新的な製品・サービスを世に送り出し、国内のみならず世界にも 

インパクト・波及効果を与え、東北産業界の発展に寄与する企業・団体・個人に授与。 

   特別賞・奨励賞／上記各大賞とは別に、特筆すべき事業展開や、社会的意義の高い取り組みなどが評価された 

企業・団体・個人に授与。  

 

＜審査委員会＞        

委員長  大滝 精一     大学院大学至善館 理事・副学長 ・ 東北大学 名誉教授 

委  員   蛯名 武雄    （国研）産業技術総合研究所 東北センター所長 

林 由美子    タカラ印刷㈱ 取締役相談役 

小林 和昭    東北経済産業局 地域経済部長 

福嶋 路      東北大学大学院 経済学研究科 教授 

松田 基嗣    ㈱日本政策投資銀行 東北支店長 

針生 英一    ハリウコミュニケーションズ㈱ 代表取締役社長 

望月 孝      ㈱プロジェクト地域活性 代表取締役社長 

千葉 儀憲     （一社）東北ニュービジネス協議会 専務理事 

 

＜東北ニュービジネス大賞委員会＞ 

     会  長   大山 健太郎   アイリスグループ 会長 

     委員長   針生 英一      ハリウコミュニケーションズ㈱ 代表取締役社長 

       委  員   当協議会の東北6県各支部長会社で構成   

 

２．今回の受賞者   ※受賞内容詳細は次ページ以降「受賞者一覧」の通り 

 



【東北ニュービジネス大賞】※2社

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL

〒989-4601

宮城県登米市迫町新田字前沼１４９－７

ＴＥＬ：0220-28-2986

従 業 員 数

業 種

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒983-0047
宮城県仙台市宮城野区銀杏町３１－２４
TEL：022-354-1230

従 業 員 数
業 種

【東北アントレプレナー大賞】

会社名・代表者名 所在地 URL
〒020-0026

従 業 員 数

業 種

https://www.izunuma.co.jp
資 本 金 3000万円 農業、食肉製品他製造、販売

事 業 内 容
受 賞 理 由

 
　　　　　 地域資源活用の「農村産業」を全国に広めるために礎を築く！

 
　1976年 父の急逝から18歳で就農・養豚。「規模」ではなく「付加価値」を追及する農業を目指
し、1988年に「農業を食業に変える」を経営理念に「伊豆沼農産」を創業。「地域6次産業化」事業
にシフトしブランド豚の輸出やレストラン併設の農産物直売所等を展開する。さらに、ラムサール条
約登録湿地「伊豆沼」に隣接する立地を生かし「人と自然への優しさを求めて」を理念に加え、「食
農体験」や「農泊体験」など誘客産業のビジネス化に取組んだ。その後も農業の産業化から「農村の
産業化」へと本格的に付加価値を追求し、2018年に「農村産業研究所」を設立した。地域全体が
潤う農村産業をモノづくりから「コトづくり」へとシフトし、その主役を最大の地域資源である知識・
経験豊富な高齢者とよそ者・若者と位置付け都市農村交流を展開している。さらに、農村にイノ
ベーションを起こすため新たに「やるべきコト」を興すプロポーサル（提案）型の産業創出にも挑戦
中である。日本が抱える農家の高齢化や過疎化の課題を全国に先駆けて解決し農村を元気にする
ビジネスの構築と、地域内資源（ひと・もの・環境）の更なる深掘りを目指す挑戦は、全国のロール
モデルであり非常に付加価値の高い取組みである。このような企業の存在自体が東北の誇りであ
り、東北ニュービジネス大賞に相応しい。

有限会社 伊豆沼農産

代表取締役　伊藤 秀雄 (いとう ひでお）

設 立 1989年5月 33人

東杜シーテック株式会社
代表取締役　本田 光正　（ほんだ みつまさ）
設 立 2002年2月 110人

http://www.tctec.co.jp/
資 本 金 2100万円 情報サービス業

事 業 内 容
受 賞 理 由

　
　　　　　　日本の一次産業が抱える担い手不足を先端IT技術で支える！

同社は東日本大震災直後に甚大な被害を受けた三陸沿岸を、東北大学IIS研究センターと共にいち早
く訪ね困りごとを聞いて回った。そして、ベテランが不足してしまった水産業の現場に先端IT技術の導
入を決意し、誰でも簡単に行える装置の開発を産学連携により挑戦した。「Smart Echo」は超音波を
用いた持ち運び可能な魚の雄雌判別装置である。従来オス・メス判別は熟練者の「目利き」に頼ってい
たが魚の精巣・卵巣の超音波エコー画像を取得し、1秒以内にソフトウェアが判別することで誰でも簡
単に衛生的に判別できる装置として開発した。後継者難・高負荷作業軽減に寄与するほか、オス・メス
で魚価に差が出る「数の子・いくら・白子」などが珍重される魚種に市場価値を高める効果を発揮する。
新たに地域企業と協力し「魚種選別システム」も進めており、先端技術・機械装置を用いて水産業の成
長産業変革・バリューチェーンの変革を目指す取組みである。漁港や水産加工場で人手に頼っている魚
種選別を自動化し人手不足・技術継承の問題を解決する。水揚げから流通まで価値創造する仕組創り
は水産業のみならず日本が抱える一次産業の超高齢化・担い手不足に対し長期的な貢献を果たすと大
いに期待される。被災地を舞台に果敢に挑戦し実現した本システムは東北の誇りであり、東北ニュービ
ジネス大賞に相応しい。

株式会社ヘラルボニー 岩手県盛岡市開運橋通２－３８
代表取締役社長　松田 崇弥　（まつだ たかや）
設 立 2018年7月 53名

https://www.heralbony.jp/
資 本 金 1億7740万円

知的障害のある方のアート作品を対象
としたライセンス事業等

事 業 内 容
受 賞 理 由

　

　　　　　　　　　　　　障害があるからこそ、描ける世界がある！

　ヘラルボニーは「異彩を、放て。」をミッションとした福祉を起点に新たな文化を創ることを目指した
福祉実験ユニットである。創業の背景には自閉症のある兄に向けられる「かわいそう」という世間の声
への違和感があった。障害のある方の描くアートには「障害があるからこそ描ける世界がある」ことを
確信し、知的障害のある方のアートを商品化するブランド「MUKU」を設立。その後、アートというフィ
ルターを通して「障害」のイメージ変容に挑戦するため「ヘラルボニー」を起業した。国内外の障害のあ
る150名以上の作家をビジネスパートナーとしてアートライセンス契約を結び、2,000点以上の高解
像度アートデータを保有している。アートライフスタイルブランド事業では、作家個人のファンができる
仕組みを実現させ「誇り」と「希望」を作家本人とご家族にお届けする。また、アートライセンス事業では
アート作品を多様な「モノ・コト・バショ」に転用することで様々な場面で障害と社会が偶発的に出会う
機会を作り出すと共に、企業等とのライセンスコラボにより障害のある作家の新しい収益構造を実現し
ている。慈善やボランティアではなくアートというビジネスを通じて「障害のある方が大好きなことをし
て、そこにお金が回る」という福祉分野から新たな資本主義の形を日本のみならず世界に訴求し、世界
中の障害のある方々のイメージ変容とそのご家族が誇らしく生きられる社会の実現を目指す兄弟お二
人のチャレンジ精神は東北の誇りであり東北アントレプレナー大賞に相応しい。



【ソーシャルアントレプレナー大賞】

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒030-0962
青森県青森市佃２－１９－７
TEL:017-765-1122

従 業 員 数
業 種

【地域創生大賞】
会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL

〒981-0966
宮城県仙台市青葉区荒巻本沢２－１８－１
TEL：022-271-9211

従 業 員 数
業 種

【革新的技術開発賞】
会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL

〒997-0052
山形県鶴岡市覚岸寺字水上２４６－２
ＴＥＬ：0235-64-8452

従 業 員 数
業 種

設 立 2020年1月 69人
https://shidautsumi.com

資 本 金 5000万円 建設業

志田内海株式会社
代表取締役会長　志田　崇　（しだ　たかし）

https://www.fukamatsugumi.co.jp
資 本 金 9347万円 総合建設業・不動産賃貸業

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　　　　　創造的「復興の象徴」を目指し「癒し」と「食」の複合施設を展開！

　1925年創業の深松組は、土木・建築・不動産賃貸・再生可能エネルギー・海外事業・沖縄開発など多
角的事業を展開している。仙台市東部沿岸部の藤塚地区で築堤工事中に東日本大震災が発生した。被
災した沿岸部のがれき撤去の責任者を務めた代表は、この地域の「にぎわいを取り戻し、復興のシンボ
ルにしたい」と強い思いを持ち、温泉・レストラン・スイーツ・ベーカリー・農園などの商業複合施設であ
る「アクアイグニス仙台」を2022年4月21日にグランドオープンした。「治する」「食する」「育む」をコン
セプトに掲げ、新たな人口交流を生み出すべく、東北初出店となる有名シェフ監修のレストラン・ベーカ
リーを誘致し、街なかにはない地場産品やお土産を取り扱うショップも展開。SDGsに即した自然エネ
ルギーの地産地消型省エネ設備システムを導入した温泉施設「藤塚の湯」、地域周辺の農家で生産され
た農産物・加工品を扱うマルシェも整備し、地域と連携した働き甲斐のある場所づくりなど、被災地で
様々な価値創造にチャレンジしてきた。オープン以来、近隣施設（JRフルーツパーク・かわまちてらす閖
上等）への誘客にも効果が波及し、地域の連携事業も徐々に具体化している。甚大な被災地であった
仙台市東部沿岸部は仙台の「新たな観光ゾーン」として大いに期待されており、復興の象徴を目指し創
造的に日々様々な難題に真正面から立ち向うその姿勢は地域創生大賞に相応しい。

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アマモ場の造成による「豊かな海」を目指して！
　

青森県陸奥湾のアマモ場面積は1990年には国内の約14%を占め日本最大であった。アマモは海に
生える種子植物で光合成により二酸化炭素を吸収し酸素を供給する。ところが、異常高水温による陸
奥湾のホタテの大量へい死を契機に単価の高いナマコが注目され、結果、ナマコ桁引き操業によりア
マモが刈取られアマモ場は急激に減少した。2005年に青森に帰郷した志田氏は陸奥湾の資源が危機
的状況にあることを知る。そこで、翌年に消失したアマモ場を回復するためにアマモの育苗生産を開
始。2007年からアマモの保護・育成をしながら、ナマコ桁引き操業の邪魔にならずナマコの棲息場に
もなるナマコ・アマモ育成礁「竜宮礁」の開発を開始した。2009年に「竜宮礁」の製品化に向け合同会
社epcoを立上げ、県や市の水産環境整備事業を受け実証試験を開始、これまで約41,700基の竜宮
礁を設置した。結果、アワビやカレイ・メバル類の生息が確認され、さらにヤリイカの産卵効果や表面に
はコンブやフシスジモクの付着が確認された。これを受け外海と県外展開を目的に大型化した「グラン
デ竜宮礁」を開発し、2018年から実証試験をスタートしている。今後は、建設が進む洋上風力発電施
設の有効活用策として施設周辺に「竜宮礁」を設置しアマモ等藻場造成による水産資源の増殖や、カー
ボンニュートラルの観点から新たなアマモ場・藻場造成を図り「ブルーカーボン・オフセット」の創出も目
指している。「豊かな海」づくりをモットーに長い道のりを果敢に歩み続ける姿勢はソーシャルアントレ
プレナー大賞に相応しい。

株式会社 深松組
代表取締役社長　深松 努　（ふかまつ　つとむ）
設 立 1925年3月 136人

株式会社 サリバテック
代表取締役CEO　砂村 眞琴　（すなむら　まこと）
設 立 2013年12月 19人

https://salivatech.co.jp/
資 本 金 4億９３５５万円 学術研究　専門技術サービス業

事 業 内 容
受 賞 理 由

          「たまたまの早期発見」から「意図した早期発見」を目指して！

　サリバテックは慶応義塾大学先端生命科学研究所のベンチャー企業として創業。アカデミアと共
同で研究開発した「サリバチェッカー」は唾液中の代謝物を一斉分析するメタボローム解析技術と
唾液中の代謝物のパターンを人工知能（AI）に学習させ高精度にがん罹患リスクを算出する事で
がんの早期発見が期待できる新しい検査技術である。痛みなく採取できる唾液を使うことで、繰
り返し検査を受けても身体的な苦痛が伴わないため、年に何度も検査を受けて早期にがんを発見
する機会を増やすことができる。特に膵臓がんにおいて手術可能な状態で検出できる可能性があ
ることが大きな強みとなっている。
　がん検査をより身近なものにし、早期発見、早期治療、地域内の健康増進に貢献をしていく為
に、医療専門家のいない施設や団体でも実施可能とするサービスの展開や生保会社・損保会社と
の協業でより幅広いチャネルで検査を可能とするスキームの確立など、新しいビジネスモデルの
構築を目指している。科学技術を用いて「唾液を用いたがんのスクリーニング検査」の実用化は国
内だけでなく世界的にも類を見ない検査技術であり「革新的技術開発賞」に相応しい。



【特別賞】

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒030-0113
青森県青森市第二問屋町３－２３
TEL：017-729-1781

従 業 員 数
業 種

【奨励賞】※3社

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒998-0874
山形県酒田市四ツ興野４３０番地
TEL:0234-23-1333

従 業 員 数
業 種

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒999-3766
山形県東根市神町西４－５－２９
TEL:0237-53-0172

従 業 員 数
業 種

会社名・代表者名 所在地・ＴＥＬ URL
〒962-0056

TEL:0248-83-2139
従 業 員 数
業 種

http://www.aomori-riviera.co.jp/
資 本 金 5000万円 建設業

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　　　 地下水熱を利用した「リビエラエコシステム」で未来を創る！

  １９８０年に設立し「豪雪都市青森の快適環境作りと住まいの良さ」探求し成長してきた。青森市にお
いて毎年の除排雪は長年の課題であり、朝晩の除排雪にかかる時間と費用は物理面、精神面において
大きな負担であった。　様々な研究、実験を繰り返し「地下水熱利用融雪（低温融雪）」がより安全で効
率的な熱媒体であることを発見した。そして青森県内の厳寒地にて、特製融雪管「アーストヒートパイ
プ」利用した地下水熱循環方式の融雪実験で有効であることを証明し、灯油ボイラー方式融雪と比較し
70～80％ランニングコストの削減を実現した。その後、地下水熱の水冷熱を水冷ヒートポンプで利用
できるまでに展開し、冷暖房、調湿空調、スーパーのショーケース、給湯等のあらゆる設備の熱源とし
て利用可能となった。これまで数多くの特許を取得。また大幅なランニングコストの削減は「エネルギー
問題と温暖化問題」の解決に大きく貢献し数多くの賞を受賞しており、経産省や環境省で実施している
省エネ補助事業の対象にもなっている。今後エネルギー不足や地球温暖化を抑制する「リビエラエコシ
ステム」の重要性と期待は益々高まっており、常にチャレンジし続ける姿勢は特別賞に相応しい。

株式会社 リビエラ
代表取締役　今 喜代美　（こん きよみ）
設 立 1980年6月 23人

株式会社 チャンピオン
代表取締役　髙橋 芳秋　（たかはし　よしあき）
設 立 1979年6月 65人

https://www.champion.co.jp
資 本 金 4800万円 小売業

https://www.rakuten.ne.jp/
gold/g-hokkaido/資 本 金 600万円 農畜産物・水産物卸売業

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　急速冷凍技術により１年間いつでも旬を楽しめる青果物加工商品を流通！

   青果物仲卸業としての課題は、選果工程で廃棄品が出てしまう事や消費者が求めている高価な贈答
向け以外の商材の提供が困難である事が挙げられていた。産地の旬を瞬間冷凍できる急速冷凍技術
「凍眠」の設備の導入により、青果物の「旬のおいしさ」である、繊細な香りや味わいを閉じ込めること
ができ、また既存事業である青果物仲卸業として最もおいしい旬の時期を見極め流通することができ
る利点を組み合わせることで１年間いつでも旬を楽しめる青果物加工品商品を流通することを可能と
した。従来の事業内容では廃棄となっていた規格外品を再活用することでフードロス・廃棄ロスの削減
に寄与するとともに、仕入れチャネルの増加が可能となったことで、営農者の所得向上にも大きく寄与
する革新的な事業を確立している。今後も規格外品に山形の名産品として新たな付加価値を創出し地
場産業を盛り上げる火付け役となり、地域産業活性化の貢献度は高く期待も大きいことから、奨励賞
に相応しい。

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　　　いつまでも買い物を楽しんでもらうための「買い物支援システム」！

   地域初のホームセンターとして40年以上、庄内地域を支えてきた。新たにICT情報通信技術を活用
し　買い物が不便な地域の住民が自宅や集会所などとホームセンター店舗をタブレット端末でつなぎ、
店員との具体的な会話を通じて楽しみながら商品を購入できる取り組みをスタート。これらはデジタ
ルとリアルの良さを柔軟に組み合わせる買い物弱者にやさしいUI/UX設計となっている。一方で地域
で採れた野菜を買取り、店舗や配達先で販売を行なうことで地域限定流通網による地域共生モデルを
構築した。これらの地域密着サービスにより、地元企業との経済的共生と互助、また顧客層ののあらた
なビジネスチャンスを掘り起こすことで生まれる「新たなコミュニケーションの場」づくり、そして高齢者
と過疎化地域の生き甲斐形成を実現している。今後もDIYの精神（自分の事は自分でする）で買い物
弱者であっても自分で買い物ができることでQOL（生活の質）の向上を目指しながら地域活性化を実
現など、誰一人取り残さないSDGｓの取り組みとして「住み続けられるまちづくり」を目指す姿勢は奨
励賞に相応しい。

株式会社 東根農産センター
代表取締役　奥秋 亘　（おくあき　わたる）
設 立 2012年11月 56人

事 業 内 容
受 賞 理 由

　　　　　福島原発事故の逆境をバネに、福島県産米で「米粉めん」を開発！
　
事業を承継する覚悟を決め、新たな事業の開拓を決意。自分自身の経験や縁、さらに自社のものづく
りの強みを活かしながら、新しい生活様式にもマッチするような「食品業界」への進出。地元の農業資
源である米の良さを活かした商品づくりは地域の農業振興にも貢献でき、さらに会社の経営的な課題
を解決しながら日本の米の課題の解決にも寄与できることに魅力と使命感が湧き、米粉麺の商品化を
行う。日本一美味しい米粉麺を作るため、2年前より工学院大学と産学連携で研究開発を行い様々な
評価、測定、試験を経て科学的な根拠に基づき美味しいを追求した米粉麺を開発した。福島県産の美
味しいお米、コシヒカリと天のつぶを使用し、食品添加物無添加で米粉とでんぷんだけで作られたグル
テンフリーの麺で、白米麺と玄米麺の2種類を発売。すでに福島県内の直売所やＥＣサイト、amazon、
ふるさと納税返礼品などで販売も好調。今後は「福島と言ったら米粉麺」というブランドイメージを作
り上げ「メイドインジャパン」の品質で海外展開も目指しており奨励賞に相応しい。

アルファ電子株式会社 福島県岩瀬郡天栄村大字飯豊字向原６０－２
代表取締役社長　樽川 千香子　（たるかわ　ちかこ）
設 立 1969年4月 150人

http://www.alpha-d.com
資 本 金 1200万円 電子部品製造業




